
認証取得等支援事業実施要領 

 

令和５年３月６日 MF第102  

 

第１ 趣旨  

農産物等の輸出に当たっては、複数の国と同等性相互認証を有する有機ＪＡＳ

認証や、ＧＦＳＩの承認を得たＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP）など、国際

的に通用する規格・認証の取得が取引要件として求められている。 

このため、株式会社マイファーム（以下「当社」という。）は、これら有機Ｊ

ＡＳ認証やＧＡＰ等認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP、MPS-ABC等のいずれか

に限る。以下同じ。）の認証取得を通じて、農産物等の輸出拡大に資するよう、

「農林水産物・食品輸出促進緊急対策事業補助金交付等要綱」（令和４年12月２

日付け４輸国第3859号農林水産事務次官依命通知。以下「交付等要綱」とい

う。）及び「有機ＪＡＳ認証、ＧＡＰ等認証取得等支援事業実施要領」（令和４

年12月２日付け４農産第3570号農林水産省農産局長通知。以下「実施要領」とい

う。）に基づき、国の補助を受け、輸出に向けた認証取得や商談等の取組を支援

する事業を実施するものとする。  

なお、本事業の実施に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

施行令（昭和30年政令第255号）及び農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31

年農林省令第18号。以下「交付規則」という。）に定めるもののほか、交付等要

綱、実施要領及びこの要領（以下「認証事業実施要領」という。）に定めるとこ

ろによる。  

 

第２ 事業実施者の要件 

本事業の有機認証取得等支援対象者及びＧＡＰ等認証取得等支援対象者（以下

「各種支援対象者」という。）の要件は、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

なお、各種支援対象者の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体

である場合は代表者、理事その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同

じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第77 号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でないことを共

通の要件とする。 

また、過去に輸出目的での認証取得の支援を受けたことのある事業者の取組につ

いては支援対象としない。 

  



１ 有機ＪＡＳ認証 

  次に掲げる要件の全てに該当する者 

（１）ＧＦＰ（農林水産省において実施中の農林水産物・食品輸出プロジェクトを

いう。以下同じ。）のコミュニティサイト※に登録済みであり、かつ、次のい

ずれかに該当すること。 

ア 農業者、農事組合法人、農事組合法人以外の農地所有適格法人、農業協同

組合その他農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運

営についての規約のある団体に限る。）又は農畜産物の生産を行う事業者

（以下「農業者等」という。） 

イ 有機加工食品の製造に取り組む事業者（以下「食品製造事業者」とい

う。） 

ウ 構成員に農業者等及び食品製造事業者又は流通・販売事業者等のいずれか

が含まれる協議会（３に掲げる要件を全て満たすものに限る。） 

※ https://www.gfp1.maff.go.jp/entry 

（２）取組の実施に当たり、次のいずれかの目標（以下「有機取組目標」とい

う。）を設定すること。 

なお、アは、海外バイヤーや輸出関連事業者から輸出向け有機農畜産物等の

供給を求められ、又は事前の海外市場調査等に基づき輸出に向けた具体的な計

画を有している者に限り目標とすることができることとする。この場合、有機

ＪＡＳ認証取得等実施者は、このことを示す書面をあらかじめ当社に提出し、

確認を受けるものとする。 

また、イは、過去に農畜産物・加工食品を輸出した実績を有する有機ＪＡＳ

認証取得等実施者に限り目標とすることができることとする。 

ア 令和６年度末までに、新たに有機農畜産物等の輸出を行うこと。 

イ 令和６年度中における農畜産物・加工食品の輸出額又は輸出数量を、令和

３年度と比して１０５％以上とすること。 

ウ 事業実施期間終了までに、ＧＦＰのコミュニティサイトにおける輸出診断

を受けるとともに、日本国内で海外バイヤー等を招聘して行われ、又は日本

国外で行われる展示商談会において、有機農畜産物等（認証取得予定の物品

を含む。）を１回以上出展すること。 

（３）（２）で設定した目標を達成できなかった場合には、自己負担により引き続

き目標達成に向けて取り組むことに同意すること。 

（４）取得認証名及び取得品目（いずれも予定を含む）等について、当社又は国か

ら公表される場合があることに同意すること。 

（５）本事業終了後も、当社又は農林水産省が実施する輸出実績の把握に関する調

査に協力すること。 

  



２ ＧＡＰ等認証 

  次に掲げる要件の全てに該当する者 

（１）ＧＦＰのコミュニティサイトに登録済みであり、かつ、次のいずれかに該当

すること。 

  ア 農業者等 

  イ 構成員に農業者等及び輸出関連事業者が含まれる協議会（３に掲げる要件

を全て満たすものに限る。） 

（２）取組の実施に当たり、次のいずれかの目標（以下「ＧＡＰ等取組目標」とい

う。）を設定すること。 

なお、アは、海外バイヤーや輸出関連事業者から輸出向け農産物の供給を求

められ、又は事前の海外市場調査等に基づき輸出に向けた具体的な計画を有し

ている者に限り目標とすることができることとする。この場合、ＧＡＰ等認証

取得等実施者は、このことを示す書面をあらかじめ当社に提出し、確認を受け

るものとする。 

また、イは、過去に農産物を輸出した実績を有するＧＡＰ認証取得等実施者

に限り目標とすることができることとする。 

ア 令和６年度末までに、新たにＧＡＰ等認証農産物の輸出を行うこと。 

イ 令和６年度中における農産物の輸出額又は輸出数量を、令和３年度と比し

て１０５％以上とすること。 

ウ 事業実施期間終了までに、ＧＦＰのコミュニティサイトにおける輸出診断

を受けるとともに、日本国内で海外バイヤー等を招聘して行われる展示商談

会において、ＧＡＰ等認証農産物（認証取得予定の農産物を含む。）を１回

以上出展すること。 

（３）（２）で設定した目標を達成できなかった場合には、自己負担により引き続

き目標達成に向けて取り組むことに同意すること。 

（４）取得認証名及び取得品目（いずれも予定を含む。）等について、当社又は国

から公表される場合があることに同意すること。 

（５）本事業終了後も、当社又は農林水産省が実施する輸出実績の把握に関する調

査に協力すること。 

 

３ １（１）ウ又は２（１）イにおける協議会が満たすべき要件は次に掲げるとおり

とする。 

  （１）協議会の構成員である法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個

人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時

契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事そ

の他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でないこと。 

  （２）本事業の事務手続を適正かつ効率的に行うため、協議会の代表者及び意思決

定の方法、事務及び会計の処理方法並びにその責任者、財産管理の方法、公印



の管理及び使用並びにその責任者、内部監査の方法等を明確にした協議会の運

営等に係る規約（以下「協議会規約」という。）が定められていること。 

 （３）協議会規約において、一の手続につき複数の者が関与するなど事務手続に係

る不正を未然に防止する仕組みが設けられており、かつ、その執行体制が整備

されていること。 

 

第３ 事業の内容 

   当社は、第２の要件を満たす事業実施者に応じて、それぞれが行う次に掲げる

事業について、その要する経費の全部又は一部を補助するものとする。成果目標

や取組内容を鑑み、審査委員会の意見をもって減額して交付決定される場合もあ

る。 

 

 １ 有機ＪＡＳ認証取得等実施者 

有機農畜産物等の輸出に向けて、有機ＪＡＳ認証（有機農産物、有機加工食

品、有機飼料又は有機畜産物に係る日本農林規格のうちいずれかに適合した生産

が行われていることを第三者機関が検査し認証するもの（小分け認証を含

む。）。以下同じ。）の取得を目指す農業者等や食品製造事業者（以下「有機認

証取得等支援対象者」という。）が行う以下の取組に必要な経費の支援。 

なお、有機認証取得等支援対象者は、（１）及び（２）の取組を必ず行うもの

とする。 

また、（４）の取組を行う場合は、別紙１の取組基準によるものとする。 

 

（１）有機ＪＡＳ認証の取得 （補助率：定額） 

 有機農畜産物等の輸出に向けて新たに必要となる有機ＪＡＳ認証の取得（輸

出しようとする品目が、有機ＪＡＳ認証を取得済みの有機農畜産物である場合

や、新たな有機ＪＡＳ認証の取得を必要としない加工食品である場合は、支援

対象としない。） 

（２）商談 （補助率：定額） 

ア 日本国内で海外バイヤー（日本国外に所在する農畜産物等の実需者が農畜

産物の売買契約を締結する際に、当該実需者の媒介、取次又は代理（以下「仲

介」という。）を行う者をいう。以下同じ。）や日本国内の輸出関連事業者

（農畜産物等の日本から海外への輸出の仲介等を担う事業者をいう。以下同

じ。）を招聘して行われ、又は日本国外で行われる、有機農畜産物等を対象に

含む展示商談会等への（１）の対象となる有機農畜産物等（認証取得予定の物

品を含む。以下この項において同じ。）を含む物品の出展 

イ アに定める展示商談会等の場を活用した海外バイヤーや輸出関連事業者と

の商談 

ウ 日本国内外において、輸出を目指す有機農畜産物等を持参した上で輸出先

国の関係者や海外バイヤー、輸出関連事業者との間で行う商談 

（３）商品開発 （補助率：定額） 



輸出向け有機農畜産物等の試作品の開発 

（４）機械等のリース導入 （補助率：１/２以内、補助上限額１００万円) 

輸出向け有機農畜産物等に係る有機ＪＡＳ認証の取得及び有機農畜産物の生産

拡大並びに有機加工食品の開発のために必要となる機械等のリース方式による

導入 

 

 ２ ＧＡＰ等認証取得等実施者 (（１）（２）の合計上限額：２５万円)  

ＧＡＰ等認証（ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．、ＡＳＩＡＧＡＰ、ＪＧＡＰ、ＭＰ

Ｓ―ＡＢＣ等のいずれかに係る認証及びこれらと同等の認証をいう。以下同

じ。）を受けて生産された農産物（以下「ＧＡＰ等認証農産物」という。）の輸

出に向けて、ＧＡＰ等認証の取得を目指す農業者等（以下「ＧＡＰ等認証取得等

支援対象者」という。）が行う以下の取組に必要な経費の支援。 

なお、ＧＡＰ等認証取得等支援対象者は、（１）及び（２）の取組を必ず行う

ものとし、取組に係る留意事項は別紙２のとおりとする。 

 

（１）ＧＡＰ等認証の取得 （補助率：定額） 

   ＧＡＰ等認証の新規取得（団体認証における構成経営体数の拡大を含む。） 

（２）商談 （補助率：１／２以内） 

ア 日本国内で海外バイヤーや日本国内の輸出関連事業者を招聘して行われる

展示商談会等への（１）の対象となるＧＡＰ等認証農産物（認証取得予定の

農産物を含む。以下この項において同じ。）を含む物品の出展 

イ アに定める展示商談会等の場を活用した海外バイヤーや輸出関連事業者と

の商談 

ウ 日本国内において、輸出先国の関係者や海外バイヤー、輸出関連事業者と

の間で行う商談 

 

第４ 補助対象経費等  

１ 補助対象経費 

補助対象経費は本事業に直接必要な別紙３に定める経費であって、本事業に係

るものとして明確に区分でき、かつ、証拠書類等によって金額が確認できるもの

のみとする。 

各種支援対象者は、経費が本事業に直接必要となった根拠を明確にするととも

に、その経理に当たっては、別紙３に定める費目ごとに整理を行い、他の事業等

と区別し、適切かつ明確に区分して計上するものとする。 

なお、補助対象となる主な経費の内容は次に掲げるとおりとする。ただし、第

３の１及び第３の２の取組にあっては、次に掲げる経費の内容のうち、各種支援

対象者から実績報告のあった経費のみを対象とする。 

 

（１）第３の１の取組 

ア 第３の１（１）の取組 



新たな有機ＪＡＳ認証の取得に当たって必要な認証取得費（必須となっている

講習会等の受講料、申請料、実地検査費用、検査旅費、検査報告書作成費、判定

費用、外国格付表示認証費用等） 

イ 第３の１（２）の取組 

展示商談会等への出展及び同展示会等の場を活用した商談や、輸出を目指す有

機農畜産物等（認証取得予定の物品を含む。）を持参した上で輸出先国の関係者

や、海外バイヤー、輸出関連事業者等との間で行う商談に必要な出展費、通信運

搬費、印刷製本費、旅費、謝金等 

ウ 第３の１（３）の取組 

輸出向け農畜産物等の試作品の開発に必要な借上費、原材料費、消耗品費、旅

費、謝金、役務費等 

エ 第３の１（４）の取組 

対象機械等のリース方式による導入に必要な機械等リース料（借上費、輸送費

等） 

 

（２）第３の２の取組 

ア 第３の２（１）の取組 

ＧＡＰ等認証の新規取得に必要な認証取得費（認証審査費用、研修指導受講費

用、環境整備費用） 

なお、限られた財源の効率的かつ効果的な執行の観点から、支援に係る留意事

項を別紙４のとおり設定する。 

イ 第３の２（２）の取組 

展示商談会等への出展及び同展示商談会等の場を活用した商談や、輸出を目指

すＧＡＰ等認証農産物（認証取得予定の農産物を含む。）を持参した上で、輸出

先国の関係者や海外バイヤー、輸出関連事業者等との間で行う商談に必要な出展

費、通信運搬費、印刷製本費、国内旅費、謝金等 

 

２ 次の取組は、補助対象としない。 

（１）各種支援対象者が自力若しくは他の支援により実施し、又は既に実施を完

了した取組及び当社が各種支援対象者を採択する前に既に各種支援が実施して

いた取組対象者 

（２）各種支援対象者が自力若しくは他の助成により実施し、又は既に実施を完

了した取組 

（３）事務所の家賃など各種支援対象者の経常的な運営経費 

（４）事業の期間中に発生した事故、災害及びこれらに相当する事象の処理のた

めの経費 

（５）農畜産物又は加工食品の生産費補填（加工品の開発及び試作に係るものを

除く。）若しくは販売価格支持又は所得補償 

（６）販売促進のための新聞、ラジオ、テレビ、インターネット等マスメディア

による宣伝及び広告 



  ３ 補助率 

本事業の補助率は次に掲げるとおりとする 

（１）第３の１、（１）（２）（３）及び第３の２（１）の取組：定額 

（２）第３の１（４）“機械のリース方式による導入”の取組：補助率：１／２

以内、補助上限額１００万円 

（３）第３の２（２）の取組：補助率：１／２以内 

 

 

  ４ 機械等のリース導入に係る補助額の算出 

    第３の１（４）の機械のリース方式による導入の取組に係る補助額（以下

「リース料補助額」という。）については、次に掲げる（１）又は（２）の算

式に基づき計算し、それぞれ千円未満を切り捨てた額のいずれか小さい額の合

計額とする。ただし、当該合計額が実施要領別紙１の５に基づき定める上限額

を超えた場合にあっては、当該上限額をもってリース料補助額とする。 

なお、算式中のリース物件価格及び残存価格は消費税を除く額とし、リース期

間は機械等利用者が機械等を借り受ける日から当該リースの終了予定日までの

日数を365で除した数値の小数第３位の数字を四捨五入して小数第２位で表した

数値とする。 

また、リース物件価格には、リース契約に係る諸費用（保険料、固定資産税

（償却資産）及び金利をいう。）を含まないものとする。 

  （１）リース料補助額＝リース物件価格×（リース期間／法定耐用年数）×補助

率（１／２以内） 

  （２）リース料補助額＝（リース物件価格－残存価格）×補助率（１／２以内） 

 

第５ 事業実施期間 

本事業の実施期間は、補助金の交付決定の日から、第７の２の交付決定の通知

により通知した事業実施期間の終期までとする。 

 

第６ 事業実施の手続き等 

１ 事業の公募  

（１）当社は、本事業の実施に当たり、事業計画選考委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置し、事業実施者を公募により採択するものとする。  

（２）事業実施者になることを希望する者（以下「応募者」という。）は、

（１）の公募を受けて、事業実施計画を有機ＪＡＳ認証取得等実施者への応

募にあっては別記様式第１－１号、ＧＡＰ等認証取得等実施者への応募にあ

っては別記様式第１－２号により作成し、当社に提出するものとする。 

   なお、第３の１（４）の取組の実施において機械等のリース方式による導

入の支援を希望する者（以下「機械等リース導入希望者」という。）にあっ

ては、併せて機械等のリース導入取組計画書を別記様式第２号により作成

し、当社に提出するものとする。  



（３）当社は、事業実施者を公募するごとに委員会を開催し、応募者が第２の要

件に合致するか、応募者から提出された事業実施計画が適切であるか等につ

いて書面審査を行うものとする。 

なお、委員会は、必要に応じて、書面審査において事業実施計画に記載さ

れた取組の一部を不合格とした上で、合格とすることができる。この場合、

事業実施計画に記載された事業実施経費（補助対象経費に限る。以下同

じ。）は、当該不合格とした取組に要する経費を除いた額とする。 

当該書面審査に合格した事業実施計画に記載された事業実施経費の積算額

の合計が、本事業の予算の範囲を超過することとなった場合には、その超過

することとなった採択において、実施要領別紙５に基づきポイント付けを行

い、ポイントの高い者から順に（ポイントが同じ応募者間にあっては、有機

ＪＡＳ認証取得等実施者においては応募額の低い者から順に、ＧＡＰ等認証

取得等実施者においては１経営体当たりの額（事業実施経費を取組経営体数

で除した額）が低い者から順に）本事業の予算の範囲内で、事業実施者とな

り得る候補を選定するものとする。 

（４）当社は、（３）の審査の結果（採択（承認）又は不採択）を応募者に対

し、通知するものとする。  

（５）事業実施者は、事業計画の変更を行う場合は、計画変更申請書を別記様式

第１号により作成の上、当社に提出し、当社の承認を得なければならない。  

 

２ 事業の着手  

（１）事業の実施については、第７の２の交付決定後に着手するものとする。 

ただし、事業の効果的な実施を図る上で緊急かつやむを得ない事情があり、

交付決定前に事業を着手する場合には、事業実施者は、あらかじめ当社の適正

な指導を受けた上で、交付決定前着手届を別記様式第３号により作成し、当社

に提出するものとする。 

（２）（１）のただし書きにより交付決定前に事業に着手する場合にあっては、

事業実施者は、事業について、事業の内容が明確となり、かつ、１の（４）の

採択（承認）の通知を受け、補助金の交付が確実となってから着手するものと

する。 

   なお、この場合においては、事業実施者は、交付決定までのあらゆる損失

等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。 

   また、事業実施者は、交付申請書に着手した年月日を記載するものとす

る。 

（３）当社は、（１）のただし書きにより交付決定前に着手する場合について

は、必要最小限にとどめるよう指導するほか、着手後においても必要な指導を

十分に行うことにより、事業が適正に行われるようにするものとする。 

 

第７ 申請手続等  

１ 補助金の交付 



（１）計画を承認する旨の通知を受けた事業実施者は、交付申請書を有機ＪＡＳ

認証取得等実施者にあっては別記様式第４－１号、ＧＡＰ等認証取得等実施

者にあっては別記様式第４－２号によりそれぞれ作成の上、当社に提出する

ものとする。  

（２）事業実施者は、（１）の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費

税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れ

に係る消費税額として控除することができる部分の金額と当該金額に地方税

法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合

計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金

額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。  

ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明

らかでない事業実施者については、この限りでない。  

２ 交付決定の通知  

当社は、１の規定による申請書の提出があったときは、審査の上、補助金を

交付すべきものと認めたときは速やかに交付決定を行い、事業実施者に補助金

の交付決定及び事業実施期間の終期の通知を行うものとする。 

３ 申請の取り下げ  

事業実施者は、申請を取り下げようとするときは、その旨を記載した書面を

当社に提出しなければならない。  

 

第８ 事業遅延の届出 

事業実施者は、本事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

場合又は本事業の遂行が困難となった場合においては、補助事業が予定の期間内

に完了しない理由又は補助事業の遂行が困難となった理由及び補助事業の遂行状

況を記載した書類を作成し、当社に提出しなければならない。  

 

第９ 実績報告 

１ 事業実施者は、本事業を完了したときは、その日から、１か月を経過した日

又は第７の２の交付決定の通知に記載された実績報告の提出期限のいずれか早

い日までに実績報告兼補助金支払請求書を、有機ＪＡＳ認証取得等実施者にあ

っては別記様式第５－１号、ＧＡＰ等認証取得等実施者にあっては別記様式第

５－２号によりそれぞれ作成の上、当社に提出しなければならない。  

２ 第７の１の（２）ただし書により交付の申請をした事業実施者は、１の実績

報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額

が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければなら

ない。  

３ 第７の１の（２）ただし書により交付の申請をした事業実施者は、１の実績

報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（２の規定



により減額した事業実施者については、その金額が減じた額を上回る部分の金

額）を別記様式第６号による消費税相当額報告書により速やかに当社に報告す

るとともに、当社の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。  

また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場

合又はない場合であっても、その状況又は理由について、第10の確定のあった

日の翌年５月31日までに、同様式により当社に報告しなければならない。  

 

第10 補助金の額の確定 

 当社は、第９の１の規定による報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査

及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、当該補助金の額を

確定し、事業実施者に通知するとともに、補助金を交付するものとする。 

 

第11 事業の実施状況の報告 

事業実施者は、実績報告書の提出時及び別途当社が提出を求める時点におい

て、本事業の実施状況報告書を有機ＪＡＳ認証取得等実施者にあっては別記様式

第７－１号、ＧＡＰ等認証取得等実施者にあっては別記様式第７－２号によりそ

れぞれ作成の上、当社に提出するものとする。 

なお、この時点において審査の受審前若しくは審査の結果が確定していないＧ

ＡＰ等認証取得等実施者にあっては、次に掲げる時点ごとに遅滞なく別記様式第

７－２号を作成し、当社に提出するものとする。この場合、既に経過した事項に

関しては、提出を省略できるものとする。 

１ 審査の受審 

２ 審査結果の確定 

３ 認証書の受領（認証取得した場合に限る。） 

 

第12 事業実施者の状況把握 

   当社は、必要に応じて事業実施者から事業の進捗状況等について報告を求める

こと等により状況把握を行うものとする。 

 

第13 交付決定の取消し等  

１ 当社は、第６の１（５）の事業計画の変更のうち補助事業の中止又は廃止の

申請があった場合及び次に掲げる場合には、第７の２の交付決定の全部又は一

部を取り消し又は変更することができる。  

（１）事業実施者が、補助金を本事業以外の用途に使用した場合  

（２）事業実施者が、補助事業に関して、不正、事務手続の遅延、その他不適切

な行為をした場合  

２ 当社は、１の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る

部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。  



３ 当社は、１の規定による取消しをした場合において、２の規定による返還を

命ずるときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応

じて、年利10.95パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるもの

とする。  

 

第14 補助金の経理 

１ 事業実施者は、補助事業についての帳簿を備え、他の経理と区分して補助事

業の収入及び支出を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならな

い。  

２ 事業実施者は、１に規定する収入及び支出について交付規則第３条第４号の

規定に基づき、その支出内容の証拠書類又は証拠物を整備し、１に規定する帳

簿とともに、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整

備保管しなければならない。  

 

第15 情報の取扱い  

委員会の委員は、本事業の実施に当たって知り得た事業実施者に関する情報を

第三者に漏らしてはならない。職を退いた後についても同様とする。  

 

第16 実施要領参照における特例 

   第３、第４及び第６により、実施要領別紙を参照する場合においては、下表の

左欄に掲げる実施要領別紙に記載された文言を、同右欄に掲げる文言に読み替え

て適用するものとする。 

 

実施要領の別紙に記載された文言 読み替え後の文言 

有機認証取得等支援対象者 有機ＪＡＳ認証取得等実施者 

第３の１（４） 認証事業実施要領第３の１（４） 

第４の１（２）ア又はイ 認証事業実施要領第２の１（２）ア又

はイ 

第３の２ 認証事業実施要領第３の２ 

第４の２（２）ア又はイ 認証事業実施要領第２の２（２）ア又

はイ 

第３の２（１） 認証事業実施要領第３の２（１） 

事業実施主体 当社 

ＧＡＰ等認証取得等支援対象者 ＧＡＰ等認証取得等実施者 

認証取得等支援対象者 事業実施者 

当該やむを得ない事情を整理した書面を

徴取し、交付等要綱第20に定める実績報

告とともに 

当該やむを得ない事情を整理した書面

を認証事業実施要領第９に定める実績

報告とともに 

 

第17 その他 



この認証事業実施要領に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項

については、当社が別に定めるものとする。 

事業内容についての問い合わせ先 

株式会社マイファーム 

有機JAS・GAP認証取得支援事務局 

Mail: export-organic-gap@myfarm.co.jp 

 

 

附則（令和５年３月２２日付け ４農産第５１９０号農林水産省農産局長承認）  

この要領は、農林水産省農産局長の承認のあった日（令和５年３月２２日）から

施行する。 

  



別紙１ 

 

 

有機認証取得等候補者に係る機械等のリース方式による導入の取組基準 

 

 

 第３の１（４）の機械等のリース導入の取組を実施するための基準は次のとおりとす

る。 

 

１ 本取組は、第２の１（２）ア又はイのいずれかの目標を設定した場合に限り実施

できるものとし、当社は、有機認証取得等支援対象者に対し、事業実施計画において、

導入の目的、導入しようとする機械等の仕様、用途、利用者の範囲、その他導入の要

否を判断するために必要な事項を記載させるものとする。 

 

２ リースの対象となる機械等の利用者の範囲 

  リースの対象となる機械等（以下「対象機械等」という。）の利用者は、当社が採択

した有機認証取得等支援対象者のうち農業者等及び協議会の構成員（農業者等、食品

製造事業者及び流通・販売事業者に限る。）とする。 

 

３ 対象機械等の範囲 

（１）対象機械等の範囲は、次に掲げるとおりとする。 

  ア 輸出向け有機農畜産物等に係る有機ＪＡＳ認証取得に必要な農業機械及び包

装等機械 

  イ 輸出向け有機農畜産物等の生産拡大に必要な農業機械 

  ウ 輸出向け有機農畜産物等の区分出荷及び品質維持に必要な調製・保冷（冷凍機

能を有するものを含む。）等機械 

  エ 輸出向け有機農畜産物等の加工に必要な製造・加工等機械 

（２）前項に関わらず、次に掲げる機械等は対象機械等の範囲から除くものとする。 

  ア トラクター、田植機（紙マルチ田植機を除く。）、田植装置を有する栽培管理ビ

ークル及び自脱型コンバイン（収穫物の生体量測定及び品質分析の機能を有する

ものを除く。）。 

  イ 販売業者により設定されている希望小売価格（希望小売価格が設定されていな

い場合には一般的な実勢価格）が消費税を除いて 50万円未満のもの 

  ウ 機械等の利用者が現に利用しているものと同程度の能力の機械等への更新と

みなされる機械等 

 

４ 対象機械等の規模 

  対象機械等の規模は、既に有機ＪＡＳ等の認証を取得済みの分を含め、輸出に向け

た取組面積や利用量等に応じた適正な処理能力とする。 

 



５ 対象機械等のリースに係る支援額の上限 

（１）有機認証取得等支援対象者が申請できるリースに係る支援額の上限は、１００万

円（以下「基本上限額」という。）を限度とする範囲内において、当社が予算の執行

状況等を勘案して設定するものとする。 

   なお、次のいずれかに該当する場合にあっては、基本上限額に関わらず、次に掲

げる額を限度とする範囲内において上限額を設定できるものとする。 

  ア 有機ＪＡＳ認証を取得する複数の農業者等が、共同して対象機械等を使用する

場合 

    基本上限額×対象機械等を共同使用する農業者等の経営体数 

  イ 有機認証取得等支援対象者である協議会を構成する食品製造事業者が、有機農

畜産物の加工に必要な製造・加工等機械をリース導入する場合 

    基本上限額×協議会に含まれる有機ＪＡＳ認証の取得に取り組む農業者等の

経営体数 

（２）（１）の上限額は、有機認証取得等支援対象者の公募を行う際に、あらかじめ示す

ものとする。 

 

６ リース契約の条件 

  本事業の対象とするリース契約（対象機械等の賃貸を行う事業者（以下「リース事

業者」という。）と利用者の２者間で締結するリース物件の賃貸借に関する契約をい

う。以下同じ。）は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

（１）事業実施計画に記載された利用者及び対象機械等に係るものであること。 

（２）リース事業者が納入する機械等は原則として一般競争入札で選定すること。 

（３）リース期間が４年以上でかつ法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数をいう。）以内であること。 

（４）国から他に直接又は間接に補助金等の交付を受けておらず、かつ、受ける予定が

ないものであること。 

（５）リース契約には、リース期間終了後、利用者にリース物件を譲渡する旨の定めが

ないこと。 

 

７ リースに係る支援額の返還 

  当社は、有機認証取得等支援対象者が次に掲げるいずれかの事由に該当した場合に

は、当該有機認証取得等支援対象者に対し既に交付された補助金の一部又は全部の返

還を求めることができるものとする。 

（１）本事業において導入した機械等のリース契約を解約又は解除する場合 

（２）本事業において導入した機械等が消滅又は消失した場合 

（３）本事業において有機認証取得等支援対象者が導入した機械等について、正当な理

由がなく、有機認証取得等支援対象者の策定した事業実施計画に従って適正かつ効

率的に利用されていないと判断され、かつ、改善の見込がないと認められる場合  



別紙２ 

 

 

ＧＡＰ等認証取得等支援の取組に係る留意事項 

 

 

 第３の２の取組の実施に係る留意事項は、次のとおりとする。 

 

１ 事業実施計画の策定 

  第３の２の取組の実施を希望する者（以下「ＧＡＰ応募者」という。）が策定

する事業実施計画には、次に掲げる事項を含むものとする。 

 

（１）ＧＡＰ等認証の取得 

  ア 輸出する農産物に係るＧＡＰ等認証取得のニーズの状況 

  イ ＧＡＰ等の実践に関する次に掲げる事項 

  （ア）輸出に向けて特に行うべきリスク管理の項目及びその管理手法 

（２）商談 

  ア 商談の方針 

  イ 事業実施期間中に計画している商談の内容 

（３）取組に対する効果検証の方法 

 

２ 事業実施計画の審査 

（１）ＧＡＰ等認証取得等支援に係る書面審査は、次に掲げる者を構成員に含む

公募選考委員会により行うものとする。 

  ア 当社の事業担当者 

  イ 複数名のＧＡＰ等に関する専門的知見を有する外部有識者 

  ウ 農林水産省職員 

（２）公募選考委員会は、応募のあった事業実施計画（以下「応募計画」という。）

について、内容の不備等のほか、ＧＡＰ等認証取得を通じた輸出のための取

組としてモデル的な内容であるかの観点から書面審査を行うものとする。 
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１ 有機認証取得等支援対象者 

  補助対象経費 

費目 細目 内容 注意点 

事業費 

 

出展費  本事業を実施するために

直接必要な展示商談会等に

出展する場合の出展費等と

して支払われる経費 

 

 

 

 

通信運搬費 

      

 

 本事業を実施するために

直接必要な郵便代、運送代

として支払われる経費 

・切手は物品受払簿で管理す

ること。 

 

借上費 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な実験機器、事務

機器等の借上経費 

 

 

 

印刷製本費 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な資料等の印刷費

として支払われる経費 

 

 

 

資料購入費 

      

 

 本事業を実施するために

直接必要な図書及び参考文

献にかかる経費 

・新聞、定期刊行物等、広く

一般に定期購読されている

ものは除く。 

原材料費 

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な試作品の開発や

試験等に必要な原材料にか

かる経費。 

・原材料は物品受払簿で管理

すること。 

 

 

消耗品費  本事業を実施するために

直接必要な次の物品にかか

る経費 

・短時間（補助事業実施期

間内）又は一度の使用に

よって消費され、その効

用を失う少額な物品の経

費 

・ＵＳＢメモリ等の少額な

記録媒体 

・試作等に用いる少額な器

具等 

・消耗品は物品受払簿で管理

すること。 

認証取得費 

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な認証に要する経

費 

・新たな有機ＪＡＳ認証の

申請に必要な経費であって

、必須となっている講習会

等の受講料、認定申請料、



実地検査費用（検査旅費を

含む）、検査報告書作成費

、判定費用とし、新規認証

にかかる経費を対象とする

。 

機械等リー

ス料 

 

 

  本事業を実施するために

直接必要な機械等のリース

方式による導入に要する経

費 

 

 

 

 

旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員旅費 

      

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な会議への出席又

は技術指導等を行うための

旅費として、依頼した専門

家に支払う経費 

 

 

 

 

 

調査旅費 

      

      

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な専門員が行う資

料収集、各種調査、打合せ

、商談等を行うために要す

る経費 

 

 

 

 

 

謝金 

 

 

 

 

 

      

      

 

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な資料整理、補助

、専門的知識の提供、資料

の収集等について協力を得

た人に対する謝礼に必要な

経費 

・謝金の単価の設定根拠とな

る資料を添付すること。 

・有機認証取得等支援対象者

の代表者及び有機認証取

得等支援対象者が行う業務

に従事する者に対する謝

金は認めない。 

賃金等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業を有機認証取得等

支援対象者が実施するため

に臨時雇用した者に対して

支払う実働に応じた対価に

かかる経費（日数又は時間

数に応じて、算出した額）

及び通勤に要する交通費並

びに雇用に伴う社会保険料

等の事業主負担経費 

・賃金の単価の設定根拠とな

る資料を添付すること。 

・作業内容及び時間を記載し

作業日誌をつけること。 

・実働に応じた対価以外の有

給休暇や各種手当は認めな

い。 

 

委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業の交付目的たる事

業の一部分（例えば、事業

の成果の一部を構成する調

査の実施、取りまとめ等）

を他の者（有機認証取得等

・委託を行うに当たっては、

第三者に委託することが

必要かつ合理的、効果的

な業務に限り委託できる

ものとする。 



  支援対象者が民間企業の場

合、自社を含む。）に委託

するために必要な経費 

 

 

・補助金の額の50％未満と

すること。 

・事業そのものの委託は認め

ない。 

・民間企業内部で社内発注

を行う場合は、利潤を除

外した実費弁済の経費に

限る。 

役務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要であり、かつ、そ

れだけでは本事業の成果と

しては成り立たない試作、

分析、加工等を行う経費 

 

 

 

 

 

雑役務費 

 

 

 

 

 

手数料    

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な謝金等の振込手

数料 

 

 

 

印紙代 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な委託の契約書に

貼付けする印紙の経費 

 

 

 

（１）賃金については、補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について（平

成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経理課長通知）に定める

ところにより取り扱うものとする。 

（２）上記の経費であっても次の場合にあっては認めないものとする。 

  ア 本事業で得られた試作品や成果物を有償で配布した場合。 

  イ 有機認証取得等支援対象者で具備すべき備品・物品等の購入及びリース・レン

タルの場合（第３の１（４）の取組として実施するものを除く。）。 

（３）上記の細目に係る支援額（機械等のリースに係る支援額を除く）は、定額とする。 

（４）機械等のリースに係る支援額 

  ア リースに係る支援額（以下「リース支援額」という。）は、対象機械等ごとに

次に掲げる（ア）又は（イ）の算式に基づき計算し、それぞれ千円未満を切り捨

てた額のいずれか小さい額の合計額とする。 

   なお、算式中のリース物件価格及び残存価格は消費税を除く額とし、リース期

間は機械等利用者が機械等を借り受ける日から当該リースの終了予定日までの

日数を 365で除した数値の小数第３位の数字を四捨五入して小数第２位で表した

数値とする。 

  （ア）リース支援額＝リース物件価格×(リース期間/法定耐用年数)×1/2以内 

（イ）リース支援額＝(リース物件価格－残存価格)×1/2以内 

イ リース事業者とのリース契約に係る諸費用（保険料、固定資産税(償却資産)及

び金利をいう。以下同じ。）は、支援の対象には含まないものとする。  



別紙３ 

２ ＧＡＰ等認証取得等支援対象者 

  補助対象経費 

費目 細目 内容 注意点 

事業費 出展費 

      

      

 

 本事業を実施するために

直接必要な展示商談会等に

出展する場合の出展費等と

して支払われる経費 

 

 

 

 

通信運搬費 

      

 

 本事業を実施するために

直接必要な郵便代、運送代

として支払われる経費 

・切手は物品受払簿で管理す

ること。 

 

借上費 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な実験機器、事務

機器等の借上経費 

 

 

 

印刷製本費 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な資料等の印刷費

として支払われる経費 

 

 

 

資料購入費 

      

 

 本事業を実施するために

直接必要な図書及び参考文

献にかかる経費 

・新聞、定期刊行物等、広く

一般に定期購読されている

ものは除く。 

消耗品費 

 

 

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な次の物品にかか

る経費 

・短時間（補助事業実施期

間内）又は一度の使用に

よって消費され、その効

用を失う少額（５万円未

満）な物品の経費 

・ＵＳＢメモリ等の少額な

記録媒体 

・試作等に用いる少額（５

万円未満）な器具等 

・消耗品は物品受払簿で管理

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認証取得費 

 

 

 

 

 

 

 ＧＡＰ等認証の取得にか

かる経費 

・認証審査費 

・研修指導受講費 

・ＩＣＴシステム導入利用

費 

・分析・調査費 

・報告書作成費 

・ＩＣＴ機器やソフトウェア

の購入、操作の研修等に要

する費用はＩＣＴシステム

導入利用費に含まない。 

 

 

 

 



・審査員旅費 

・現地指導者旅費 

 

改修・資材

導入費 

 

  本事業を実施するために

直接必要な改修資材の導入

に要する経費 

 

 

 

旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員旅費 

      

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な会議への出席、

技術指導等を行うための旅

費として、依頼した専門家

に支払う経費 

 

 

 

 

 

調査旅費 

      

      

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な専門員が行う資

料収集、各種調査、打合せ

、商談等を行うために要す

る経費 

 

 

 

 

 

謝金 

 

 

 

 

 

      

      

 

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な資料整理、補助

、専門的知識の提供、資料

の収集等について協力を得

た人に対する謝礼に必要な

経費 

・謝金の単価の設定根拠とな

る資料を添付すること。 

・ＧＡＰ等認証取得等支援対

象者の代表者及びＧＡＰ

等認証取得等支援対象者が

行う業務に従事する者に

対する謝金は認めない。 

賃金等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業をＧＡＰ認証取得

等支援対象者が実施するた

めに臨時雇用した者に対し

て支払う実働に応じた対価

にかかる経費（日給又は時

間給）及び通勤に要する交

通費並びに雇用に伴う社会

保険料等の事業主負担経費 

・賃金の単価の設定根拠とな

る資料を添付すること。 

・作業内容及び時間を記載し

作業日誌をつけること。 

・実働に応じた対価以外の有

給休暇や各種手当は認めな

い。 

 

委託費 

 

 

 

 本事業の交付目的たる事

業の一部分（例えば、事業

の成果の一部を構成する調

査の実施、取りまとめ等）

を他の者（ＧＡＰ等認証取

得等支援対象者が民間企業

の場合、自社を含む。）に

委託するために必要な経費 

 

・委託を行うに当たっては、

第三者に委託することが

必要かつ合理的、効果的

な業務に限り委託できる

ものとする。 

・補助金の額の50％未満と

すること。 

・事業そのものの委託は認め

ない。 

・民間企業内部で社内発注



を行う場合は、利潤を除

外した実費弁済の経費に

限る。 

役務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要であり、かつ、そ

れだけでは本事業の成果と

しては成り立たない試作、

分析、加工等を行う経費 

 

 

 

 

 

雑役務費 

 

 

 

 

 

手数料    

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な謝金等の振込手

数料 

 

 

 

印紙代 

 

 

 本事業を実施するために

直接必要な委託の契約書に

貼付けする印紙の経費 

 

 

 

（１）賃金については、補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について（平

成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経理課長通知）に定める

ところにより取り扱うものとする。 

（２）上記の経費であっても次の場合にあっては認めないものとする。 

ア 本事業で得られた成果物を有償で配布した場合。 

イ ＧＡＰ等認証取得等支援対象者で具備すべき備品・物品等の購入 

（３）上記の細目に係る支援額（商談に係る支援額を除く）は、定額とする。 

（４）商談に係る支援額は１／２以内とする。 

  



別紙４ 

ＧＡＰ等認証の取得の取組における留意事項 

 

 第３の２（１）について、ＧＡＰ等認証取得等支援対象者が行う取組の支援に対する

留意事項（支援の対象、支援額の上限等）は次のとおりとする。 

 

１ 認証審査費用 

（１）支援の対象は、農産物のＧＡＰ等認証の取得に必要な審査の受審に要する費用と

する。 

   なお、ＧＡＰ等認証取得等支援対象者のうち、ＧＡＰ等認証の取得に取り組む農

業者（以下「取組農業者」という。）は、本取組を必ず行うものとする。 

（２）支援額の上限 

  ア 本取組に要する費用に係る支援対象事業費の上限は、審査員の現地審査に要す

る旅費を除き、ＧＡＰ等認証の種類に応じ、下表のとおりとする。なお、MPS-ABC 

に関しては審査員の現地審査に要する旅費を含んだものとしての上限とする。 

ＧＡＰ認証の種類 支援額の上限 

GLOBALG.A.P. １８万円 

ASIAGAP ８万円 

JGAP ５万円 

MPS-ABC等 ５万円 

  イ 取組農業者が複数経営体により構成される団体等（以下「複数経営体団体等」

という。）である場合には、前項の規定に関わらず、本取組に要する費用の上限

は、支援額の上限に現地審査の受審日数（同日に複数の審査員がそれぞれ異なる

農場等において現地審査を実施する場合にあっては、延べ受審日数。以下同じ。）

を乗じて得た額とする。この場合において、ＧＡＰ等認証取得等支援対象者は、

現地審査の受審日数を明らかにしなければならない。 

  ウ 審査員の現地審査に要する旅費については、実際に要した費用の１／２を上限

とする。ただし、審査費用に旅費が内包されている場合など、旅費の額が明らか

とはならない場合にあっては、旅費に係る支援は対象外とする。 

（３）本取組の実施に当たっては、取組農業者は、ＧＡＰ等認証の審査を行う業者の決

定に当たり複数の業者から見積書を取得し、支援額の有効活用等の観点から比較検

討を行うとともに、取組に要する経費を明らかにしなければならない。この際、見

積書には、現地審査に要する見込日数及び審査員の現地審査に要する旅費（概算）

を記載させることとする。 

（４）やむを得ない事情により事業の実施期間内に審査を受審することが困難な場合

（審査を受審することが困難な理由が他律的な要因である場合に限る。）にあって

は、審査機関との契約の締結をもって、本取組を完了したものとみなすことができ

るものする。 

   この場合、当社は、ＧＡＰ等認証取得等支援対象者から当該やむを得ない事情を

整理した書面を徴取し、実績報告とともに提出しなければならない。 



 

２ 研修指導受講費用 

（１）支援の対象は、ＧＡＰ等認証の取得を目指し、生産工程の適切な管理を実施する

ために必要な研修指導の受講に要する費用とする。 

ただし、研修指導を受講するための取組農業者の移動に要する旅費は対象外とす

る。 

（２）支援額の上限 

  ア 本取組に要する費用に係る支援額の上限は、指導者による現地指導に要する旅

費を除き、研修指導１日につきＧＡＰ認証の種類に応じ、下表の１日当たりの上

限に掲げる額とする。この場合において、上限適用後における費用の合計額が支

援額の上限を超える場合にあっては、支援額の上限をもって支援額とする。 

ＧＡＰ認証の種類 １日当たりの上限 支援額の上限 

GLOBALG.A.P. ５万円 ２５万円 

ASIAGAP ４万円 ２０万円 

JGAP ４万円 ２０万円 

  イ 取組農業者が複数経営体団体等である場合には、前項の規定に関わらず、本取

組に要する費用の上限は、１日当たりの上限に研修指導の受講日数を乗じて得た

額とする。この場合において、ＧＡＰ等認証取得等支援対象者は、研修指導の受

講日数を明らかにしなければならない。 

  ウ 研修指導のうち指導者による現地指導に要する旅費については、実際に要した

費用の１／２を上限とする。現地指導費用に旅費が内包されている場合など、旅

費の額が明らかとはならない場合にあっては、旅費に係る支援は対象外とする。 

（３）本取組の実施に当たっては、取組農業者は、研修指導を行う業者の決定に当たり

複数の業者から見積書を取得し、支援額の有効活用等の観点から比較検討を行うと

ともに、取組に要する経費を明らかにしなければならない。この際、見積書には、

研修指導に要する見込日数及び研修指導のうち指導者による現地指導に要する旅

費（概算）を記載させることとする。 

（４）研修指導のうち現地指導を行う指導者は、通算で５経営体以上に対しＧＡＰ等認

証の取得支援を行った実績を有する者に限ることとする。見積書の提出に当たって

は、当該実績に係る情報を添付することとする。 

 

３ 環境整備費用 

  支援の対象及び本取組に要した費用に係る支援額の上限等は、次に掲げるとおりと

する。 

  この場合において、上限適用後におけるこれらの費用の合計額が２０万円（取組農

業者が複数経営体団体等である場合にあっては、２０万円に取組経営体数を乗じて得

た額）を超えるときは、支援額は２０万円（取組農業者が複数経営体団体等である場

合にあっては、２０万円に取組経営体数を乗じて得た額）とする。 

（１）ＩＣＴを活用した情報システムの利用 

  ア 支援の対象は、ＩＣＴを活用してＧＡＰ等認証の取得に必要な作業工程管理を



入力し、又は技術者等からのガイダンスを受信するシステム（以下「ＩＣＴシス

テム」という。）の導入に伴うＩＣＴシステムの初期設定費及び導入から１２ヶ

月以内分のＩＣＴシステム利用費（以下「ＩＣＴシステム導入利用費」という。）

とする。ただし、ＩＣＴ機器やソフトウェアの購入、操作の研修等に要する費用

はＩＣＴシステム導入利用費に含まない。 

  イ 支援額の上限は、アの費用について１０万円とする。 

    ただし、取組農業者が複数経営体団体等である場合には、１０万円に取組経営

体数を乗じて得た額を支援額の上限とする。 

（２）分析・調査の実施 

  ア 支援の対象は、ＧＡＰ等認証の取得に当たり必要な残留農薬、土壌及び水質の

分析・調査に要する費用とする。 

  イ 支援額の上限は、アの費用について５万円とする。 

    ただし、取組農業者が複数経営体団体等である場合には、５万円に取組経営体

数を乗じて得た額を支援額の上限とする。 

  ウ 検体数及び検査項目（成分）数は、認証取得に必要な最小限のものに限る。 

（３）認証対応設備の改修及び資材の導入 

  ア 支援の対象は、集出荷・調製施設等におけるＧＡＰ等認証取得のための対応に

真に必要な設備の改修及び資材（農薬保管庫及び仮設トイレを含む。以下この項

において同じ。）の導入に要する費用とする。 

    ただし、仮設トイレにあっては、設置しようとする箇所の周辺に利用可能なト

イレが存在しない場合に限る。 

イ 支援額の上限は、アの費用について１０万円とする。 

    ただし、取組農業者が複数経営体団体等である場合には、１０万円に取組経営

体数を乗じて得た額（５経営体以上にあっては５０万円）を支援額の上限とする。 

ウ １つの改修・資材につき、取得単価が１０万円未満のものに限る。 

  エ 改修作業に必要な外注費用や人件費などの施工費用及び資材搬入のための運

送料並びに設備・資材等の維持管理等に係る経費は支援の対象外とする。 

  オ ＧＡＰ等認証取得等支援対象者は、申請に当たっては、図面等により設備の改

修箇所、資材の設置箇所、必要数、必要とする理由等を明示し、当社の承認を得

るものとする。 

 

４ 団体認証における構成経営体数の拡大における留意事項 

（１）団体認証における構成経営体数の拡大とは、既にＧＡＰ等認証を団体認証で取得

している団体において、本取組により当該団体を構成する農業者等を追加すること

により、当該団体認証全体の構成経営体数を拡大することをいう。 

（２）（１）の場合における対象となる支援額は、実際に要した額（全体額）を、既に団

体を構成している農業者等の数と新たに団体に追加する農業者等の数で按分等に

より、新たに団体に追加する農業者等がＧＡＰ等認証の取得の取組に要した費用を

算定するものとする。 

（３）（１）における３の支援額の上限は、「取組経営体数」を「新たに団体に追加する



農業者等の数」と読み替えて適用するものとする。 

 

５ 支援額の上限に係る消費税及び地方消費税の取扱い 

本紙に記載された金額は、全て消費税及び地方消費税を除いた額とする。 


